
市税

地方交付税

負担金及び
分担金

使用料及び
手数料

国庫支出金

県支出金

その他
自主財源

繰入
金

繰越金

諸収入

市債
その他
交付金

地方
譲与税

歳出

賛 

成

反 

対

人件費

扶助費

公債費

物件費

維持補修費

補修費等

普通建設
事業費

災害復旧事業費

積立金

投資及び
出資金・貸付金

繰出金

歳入

自主

財
源依

存
財
源

義
務
的
経
費

消
費
的

経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
の

経
費

　
９
月
定
例
会
で
は
、
川
上
修
一
議
員
を
委
員
長
に
し
た
９

名
の
議
員
に
よ
る
決
算
審
査
特
別
委
員
会
が
組
織
さ
れ
、
平

成
26
年
度
決
算
を
審
査
し
ま
し
た
。

き
で
は
な
い
か
と
の
意
見
が
あ
り
、
扶
助

費
の
増
加
に
つ
い
て
原
因
と
対
策
に
つ
い

て
意
見
が
交
わ
さ
れ
ま
し
た
。

　
林
業
振
興
費
、
里
山
林
再
生
事
業
、
治

山
造
林
整
備
事
業
に
対
し
て
は
、
山
林
や

里
山
を
今
後
ど
の
よ
う
に
維
持
、
活
用
し

て
い
く
の
か
が
議
論
さ
れ
ま
し
た
。

　
農
業
用
機
械
等
整
備
事
業
補
助
金
に
関

し
て
は
、
農
業
者
の
実
態
に
合
致
し
た
補

助
金
額
等
の
意
見
が
出
さ
れ
ま
し
た
。
公

営
住
宅
管
理
、
体
育
施
設
管
理
に
つ
い
て

は
、
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
や
民
間
委
託
を

す
る
考
え
が
あ
る
の
か
と
い
う
意
見
が
出

さ
れ
ま
し
た
。

　
成
羽
病
院
事
業
会
計
に
つ
い
て
は
、
会

計
基
準
の
変
更
や
常
勤
医
師
減
に
よ
り
厳

し
い
決
算
と
な
っ
た
た
め
、
公
営
企
業
法

全
部
適
用
や
医
師
確
保
に
つ
い
て
意
見
が

出
さ
れ
ま
し
た
。

　
平
成
26
年
度
決
算
審
査
で
は
普
通
会
計

ベ
ー
ス
で
歳
入
、
歳
出
と
も
前
年
よ
り
増

加
。
実
質
単
年
度
収
支
で
は
約
２
億
円
の

黒
字
で
し
た
が
、
人
件
費
や
扶
助
費
が
増

加
し
て
お
り
、
自
由
に
使
え
る
お
金
の
割

合
は
減
っ
て
い
ま
す
。

　
決
算
全
体
と
し
て
、
多
く
の
議
員
か
ら

収
入
未
済
額
や
不
納
欠
損
額
が
増
加
し
続

け
て
い
る
こ
と
へ
の
懸
念
が
示
さ
れ
ま
し

た
。
ま
た
、
財
政
指
数
も
大
切
だ
が
積
極

的
な
財
政
運
営
を
望
む
と
い
っ
た
意
見

や
、
今
後
地
方
交
付
税
が
減
少
し
て
い
く

中
で
の
財
政
運
営
の
在
り
方
に
つ
い
て
議

論
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
に
つ
い
て
は
、市
税
、

使
用
料
、
手
数
料
等
に
関
す
る
収
入
未
済

額
や
不
納
欠
損
額
が
詳
細
に
議
論
さ
れ
ま

し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
出
に
つ
い
て
は
、
随
意

契
約
の
在
り
方
に
つ
い
て
意
見
が
出
さ
れ

ま
し
た
。
ふ
る
さ
と
応
援
基
金
積
立
金
に

つ
い
て
は
、
産
業
振
興
の
面
も
加
味
す
べ

本
会
議
で
の
討
論

　支出が義務付けられている義務的経費は
全体の 38.4％です。備品購入などに充てる
消費的経費は 18.8％になっています。

　市税や分担金・負担金などの自主財源は
全体の 24.8％。残りは、国や県からの交付
金や市債で賄っています。

一般会計の中の赤字の大きさを、財政規
模に対する割合で表したもの

公立病院や下水道など公営企業を含んだ
時の赤字の大きさの割合

地方債の返済額の大きさ（公債費）を、
財政規模に対する割合で表したもの

地方公共団体が現在抱えている負債の大
きさの財政規模に対する割合

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債比率

将来負担比率

-

-

14.3

76.9

-

-

13.2

77.9

-

-

12.0

69.7

12.77

17.77

25.0

350.0

H24 H25 H26 基準値 概　　　要

財政健全化比率の各指標

　
決
算
に
は
図
書
館
を
含
む
複
合
施
設

に
つ
い
て
の
経
費
が
含
ま
れ
て
い
る
。

図
書
館
や
複
合
施
設
に
つ
い
て
は
十
分

な
議
論
や
市
民
合
意
が
な
さ
れ
て
い
な

い
。
駅
前
の
に
ぎ
わ
い
に
特
化
し
た
図

書
館
は
Ｃ
Ｃ
Ｃ
へ
の
指
定
管
理
を
前
提

で
進
め
ら
れ
い
る
。
生
涯
教
育
や
歴
史
・

文
化
・
伝
統
継
承
の
中
央
図
書
館
機
能

が
果
た
さ
れ
な
い
と
考
え
る
。
吉
備
国

際
大
学
へ
の
支
出
す
べ
て
を
反
対
は
し

な
い
が
、
一
企
業
と
市
民
生
活
予
算
と

の
バ
ラ
ン
ス
か
ら
見
て
偏
重
と
考
え
る
。

ま
た
、
情
報
管
理
費
に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

制
度
関
係
が
含
ま
れ
て
い
る
。
こ
の
制

度
は
行
政
が
市
民
個
々
に
対
し
管
理
効

率
は
上
が
る
が
、
市
民
の
利
便
性
は
上

が
ら
な
い
。
む
し
ろ
多
大
な
コ
ス
ト
が

必
要
で
、
個
人
情
報
の
流
出
や
犯
罪
等

の
危
険
を
招
く
恐
れ
が
あ
る
。
国
民
健

康
保
険
の
広
域
化
は
市
民
負
担
が
大
き

く
な
り
反
対
す
る
。

　
歳
入
で
は
収
入
未
済
額
や
不
能
欠
損

額
が
昨
年
度
よ
り
増
加
。
歳
出
で
は
８

億
円
を
超
え
る
不
用
額
が
発
生
し
監
査

で
も
適
切
な
進
行
管
理
を
と
の
指
摘
が

あ
る
。
し
か
し
、「
地
方
公
共
団
体
の
財

政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
照
ら

す
と
基
準
以
下
で
あ
り
評
価
で
き
る
。

ま
た
、
定
住
対
策
に
つ
い
て
は
住
宅
建

築
費
等
助
成
や
分
譲
宅
地
の
造
成
、
新

婚
世
帯
家
賃
助
成
、
空
き
家
活
用
事
業

な
ど
、
人
口
の
社
会
的
減
少
に
対
す
る

一
定
の
成
果
が
あ
っ
た
。
さ
ら
に
18
歳

ま
で
の
医
療
費
の
無
料
化
、
不
妊
症
や

不
育
症
対
策
の
助
成
な
ど
、
安
心
し
て

子
供
を
産
み
育
て
る
環
境
が
展
開
さ
れ
、

分
娩
施
設
が
な
い
こ
と
を
除
け
ば
県
下
で

も
充
実
し
て
い
る
と
考
え
る
。
教
育
で
は

児
童
の
学
力
向
上
と
問
題
行
動
の
未
然
防

止
を
図
る
た
め
学
級
編
成
弾
力
化
事
業

や
、
要
支
援
児
童
に
対
す
る
職
員
配
置
な

ど
進
め
ら
れ
て
お
り
賛
成
す
る
。

平成 26 年度普通会計内訳

264 億 4,427 万 4,000 円 271 億 4,933 万 4,000 円

※1　一般会計と特別会計（公営企業会計など特定の特別会計を除く）を合算し、会計間の重複等を除いたもの
※2　市税や負担金、使用料などが納入されなかったもので、現年分と繰越分とに区分される
※3　収入未済額のうち将来にわたり納入される見込みのないものを処分すること

※

１

※

２

　※

３

3　 高梁市議会だより　第24号 高梁市議会だより　第24号　 2


